
Ⅵ　弘前市の将来推計

１　人口と高齢化の将来推計

（人、％）

第９期計画期間

平成30年度

（2018年度）

172,455 170,803 169,120 160,045

53,381 53,792 54,207 54,241

25,903 26,075 26,247 23,132

構成比（C/B） 48.5 48.5 48.4 42.6

27,478 27,717 27,960 31,109

構成比（D/B） 51.5 51.5 51.6 57.4

31.0 31.5 32.1 33.9

出典：厚生労働省が提供したデータを基に弘前市が推計（各年10月1日現在）

前期高齢者（C）

後期高齢者（D）

高齢化率（B/A）

総人口は減少傾向にありますが、高齢化は依然として増加し、平成29年度には高齢
化率が30％を超え、今後も伸び続ける見込みです。２０２５年には高齢者の約３人に
１人で、うち約６割が７５歳以上の後期高齢者と見込まれ、今後の高齢者に対する健
康づくりや自立支援の更なる強化が課題となっております。

区分

第７期計画期間

総人口（Ａ）

高齢者人口（B）
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高齢化と高齢者の推移

前期高齢者 後期高齢者 高齢化率

（％）（人）

第９期計画期間第７期計画期間

（2018年度）
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２　要介護認定者数の推移

（人、％）

第９期計画期間

平成30年度
（2018年度）

10,565 10,478 10,394 10,278
1,183 1,153 1,148 776

構成比（B/A） 11.2 11.0 11.0 7.6
9,173 9,121 9,043 9,284

構成比（C/A） 86.8 87.0 87.0 90.3
209 204 203 218

構成比（D/A） 2.0 1.9 2.0 2.1
19.4 19.1 18.8 18.5

※弘前市推計（各年９月末時点）

平成30年度
（2018年度）

1,435 1,373 1,323 1,314
1,298 1,299 1,306 1,377
2,250 2,379 2,511 2,730
1,733 1,610 1,461 1,040
1,329 1,322 1,308 1,294
1,328 1,366 1,418 1,500

983 925 864 805
10,356 10,274 10,191 10,060

2019年度 2020年度 2025年度

うち前期高齢者（B）

うち後期高齢者（C）

うち第2号被保険者（D）

認定率（第１号被保険者）

要支援１

2019年度 2020年度 2025年度
要介護別認定者数
（第１号被保険者）

認定者数（A）

高齢化は引き続き進展していますが、第６期計画期間では、要介護認定者数、認定
率共に減少しています。第７期計画期間においても、健康・生きがいづくりや介護予
防事業等の施策を展開することにより健康な高齢者が増え、認定率は減少する見込み
となっています。

また、市では更なる健康増進を図るため、健康づくりサポーターの活用、自立支援
事業、介護予防事業などを重点的に取り組むこととします。

区分
第７期計画期間

要介護５
合計
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３　介護保険第１号被保険者の推計

　○所得段階の継続

　（１）所得段階別第１号被保険者数の推移 （人）

平成30年度

（2018年度）

13,719 13,826 13,931 13,940

4,591 4,626 4,662 4,665

3,737 3,765 3,794 3,797

8,541 8,607 8,673 8,679

6,085 6,132 6,180 6,183

7,580 7,638 7,697 7,702

4,804 4,841 4,879 4,882

2,989 3,012 3,036 3,037

1,335 1,345 1,355 1,356

53,381 53,792 54,207 54,241

※各年度10月１日現在

　（２）構成比の推計と基準額に対する割合

区分 構成比（％） 基準額に対する割合

第1段階 25.7 0.444

第2段階 8.6 0.630

第3段階 7.0 0.740

第4段階 16.0 0.875

第5段階 11.4 1.000

第6段階 14.2 1.125

第7段階 9.0 1.250

第8段階 5.6 1.500

第9段階 2.5 1.750

100.0

（保険料基準額×）

1.2
1.0
0.9

0.75

0.7
0.5

0.45

0.3

第１段階

（収入）

計

　第６期で設定されていた所得段階、割合を継続する。
　なお、2019年１０月に消費税率が８％から１０％に変更された場合、低所得者に対し
ては、国が更なる保険料の負担軽減を行う予定です。

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階

第8段階

第9段階

区分 2019年度 2020年度 2025年度

【低所得者の更なる負担軽減イメージ】

区分

市町村民税世帯非課税者（収入等80万円以下）

市町村民税世帯非課税者（収入等80万円超）

市町村民税世帯非課税者（収入等120万円超）

市町村民税世帯課税・本人非課税者（収入等80万円以下）

市町村民税世帯課税・本人非課税者（収入等80万円超）

市町村民税本人課税者（合計所得金額125万円未満）

市町村民税本人課税者（合計所得金額125万円以上）

市町村民税本人課税者（合計所得金額190万円以上）

市町村民税本人課税者（合計所得金額400万円以上）

合計

（６５歳以上全体の約３割） （６５歳以上全体の約７割）

第６段階第５段階第４段階

第３段階
第２段階

世帯全員が非課税
本人が非課税

課税

さらなる保険料軽減を行い、軽減分を公費により補てん
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４　介護サービス量の推計

平成30年度

（2018年度）

人数

回数 0 0 0 0

人数 0 0 0 0

回数 136 132 132 174

人数 29 28 28 25

回数 17 17 17 17

利用人数 3 3 3 3

利用人数 16 14 15 34

利用人数

利用人数 431 422 415 418

日数 45 45 45 45

利用人数 5 5 5 5

日数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 4 4 4 3

利用人数 324 324 324 469

利用人数 10 9 10 10

利用人数 9 9 9 9

利用人数 1,687 1,687 1,687 1,687

2019年度 2020年度 2025年度

※回数、日数は１月当たりの数、利用人数は１月当たりの利用者数。

予防住宅改修

介護予防支援

予防短期療養介護

予防特定施設入居者生活介護

予防福祉用具貸与

予防特定福祉用具販売

①　介護サービスの各サービス種類ごとの量の見込みとその考え方

第６期計画の実績では、各介護サービスは一時的に減少し、その後は徐々に増加していく
傾向にありますが、自立支援介護推進事業、介護予防事業などの効果により、おおむね計画
値内となっています。第７期計画においても各介護サービス増加が見込まれますが、引き続
き自立支援及び介護予防を推進し、市民の健康に努め、高齢者が地域で自立した日常生活を
送れるよう支援します。

また、中重度の要介護者が在宅生活を継続できる支援や介護者の就労継続見込みの向上に
向けて必要となるサービスの整備を行います。

予防訪問リハビリテーション

予防居宅療養管理指導

予防通所介護

予防通所リハビリテーション

予防短期入所生活介護

【介護予防サービス】 （回、日、人）

１．予防居宅サービス

予防訪問介護

予防訪問入浴介護

予防訪問看護

ア　施設サービス

中重度の要介護状態であっても、在宅生活の継続や介護者の就労継続を支え、医療ニーズ
へも対応できる地域密着型サービスである「看護小規模多機能型居宅介護」及び「定期巡
回・随時対応型訪問介護看護」の整備を見込み在宅生活の支援を行って行くことから、広域
型施設の介護老人福祉施設などの新たな施設整備は見込まないこととします。

イ　居宅サービス

居宅サービスでは、医療と介護が連携しサービスを２４時間体制で提供することにより、
在宅生活の継続や介護者の不安の軽減が期待できる地域密着型サービスである「定期巡回・
随時対応型訪問介護看護」事業所の整備を行うとともに、「看護小規模多機能型居宅介護」
事業所の整備を行います。また、引き続き、健康づくりや自立支援等の施策を重点的に実施
することを考慮してサービス量を見込みます。
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平成30年度

（2018年度）

回数 107,222 107,672 107,295 128,868

利用人数 2,651 2,626 2,598 2,383

回数 606 606 599 1,013

利用人数 97 97 96 105

回数 5,093 5,064 5,046 8,317

利用人数 517 514 512 425

回数 794 794 794 753

利用人数 66 66 66 62

利用人数 427 426 422 401

回数 17,754 18,709 19,270 20,560

利用人数 2,048 2,076 2,089 2,056

回数 5,386 5,373 5,334 3,831

利用人数 670 669 664 476

日数 10,868 11,209 11,969 12,086

利用人数 541 554 585 541

日数 167 167 159 231

利用人数 24 24 23 28

利用人数 69 69 69 92

利用人数 2,325 2,272 2,230 2,034

利用人数 29 29 29 26

利用人数 18 18 18 17

利用人数 4,939 4,882 4,812 4,356

利用人数 668 668 668 712

利用人数 807 807 807 759

利用人数 7 10 10 15

利用人数 8 5 5

※回数、日数は１月当たりの数、利用人数は１月当たりの利用者数。

2019年度 2020年度 2025年度

老人福祉施設

老人保健施設

介護医療院

介護療養型医療施設

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

住宅改修

居宅介護支援

施設サービス

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期療養介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

【介護サービス】 （回、日、人）

居宅サービス

訪問介護
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○地域密着型サービス

平成30年度

（2018年度）

回数 45 45 45 44

利用人数 4 4 4 4

利用人数 15 15 15 15

利用人数 160 160 160 188

利用人数 0 0 14 14

回数 378 366 360 371

利用人数 52 52 52 48

回数 181 178 178 175

利用人数 18 17 17 17

利用人数 13 13 13 13

利用人数 63 63 63 73

利用人数 0 0 14 14

回数 426 411 405 418

利用人数 59 59 58 54

2019年度 2020年度 2025年度

※回数は１月当たりの数、利用人数は１月当たりの利用者数。

第
二
圏
域

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

日常生活圏域ごとの利用見込

第
一
圏
域

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

（単位：回、人）

○　定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの設置

高齢者が可能な限り在宅で自立した生活を送ることができるよう、定期的な巡回や随時通報への
対応など、利用者の心身の状況に応じて、24時間365日必要なサービスを看護師などとも連携
し、介護と看護の一体的なサービスを提供する「定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービス」を
１事業所設置いたします。
　なお、設置に当たっては公募により選定します。

②　日常生活圏域ごとの地域密着型介護（予防）サービスの将来推計

市内、７か所の日常生活圏域において、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）及び地域
密着型通所介護は整備されています。

また、第６期事業計画期間中には「小規模多機能型居宅介護」を各日常生活圏域に１か所整備
（第一圏域は平成３０年度中に事業開始予定）しています。

○　看護小規模多機能型居宅介護サービスの設置

介護サービスのニーズの多様化と医療ニーズの高い利用者に対応するため、「通所」「宿泊」
「訪問介護」に加え看護師による「訪問看護」を組み合わせることで、医療と介護を複合的に行う
サービスを提供する「看護小規模多機能型居宅介護サービス」を市内７か所の日常生活圏域に設置
いたします。
　なお、設置に当たっては公募による選定を行い、各圏域に１施設を目標とします。

ア　地域密着型サービス

在宅介護実態調査を実施し、中重度の要介護者が在宅生活を継続できるための支援や介護者の就
労継続に向けて必要となるサービス・支援について分析したところ、訪問系サービスと通所系サー
ビスを組み合わせて利用することが効果的との結果となりました。また、訪問系サービスと通所系
サービスを組み合わせて利用している方の場合、施設入所等を検討していないとの回答も多い傾向
にありました。

さらに、多頻度の訪問系サービスを利用しているケースでは、介護者の不安が軽減される傾向に
ありました。

このことから、中重度の要介護者の在宅生活の継続や介護者の就労継続につながる支援や医療
ニーズの高い要介護者に対応するため「看護小規模多機能型居宅介護事業所」や訪問介護・看護の
包括的サービスの拠点となる「定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所」の整備を行います。

なお、その他の地域密着型サービスの整備は見込まないものとしますが、看護小規模多機能型居
宅介護事業所の整備に伴い、小規模多機能型居宅介護事業所が無い圏域が生じた場合には、小規模
多機能型居宅介護事業所を公募により整備することとします。
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平成30年度

（2018年度）

回数 75 74 74 73

利用人数 7 7 7 7

利用人数 16 16 16 16

利用人数 57 57 57 66

利用人数 0 0 14 14

回数 132 128 126 130

利用人数 18 18 18 17

回数 256 253 253 248

利用人数 25 25 25 24

利用人数 13 13 13 13

利用人数 143 143 143 166

利用人数 0 0 14 14

回数 615 593 587 604

利用人数 85 84 83 80

回数 90 89 89 88

利用人数 9 9 9 8

利用人数 10 10 10 10

利用人数 54 54 54 62

利用人数 0 0 12 12

回数 237 229 225 232

利用人数 33 33 32 30

回数 136 134 134 131

利用人数 13 13 13 12

利用人数 16 16 16 16

利用人数 143 143 143 166

利用人数 0 0 14 14

回数 511 494 486 501

利用人数 70 70 70 65

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 13 13 13 13

利用人数 80 80 80 94

利用人数 0 0 14 14

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 0 0 20 20

回数 783 773 773 759

利用人数 76 75 75 72

利用人数 96 96 96 96

利用人数 700 700 700 815

利用人数 0 0 96 96

回数 2,299 2,221 2,189 2,256

利用人数 317 316 313 294

※回数、日数は１月当たりの数、利用人数は１月当たりの利用者数。

2019年度

合
計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

第
三
圏
域

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

西
部
圏
域

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

南
部
圏
域

認知症対応型通所介護

東
部
圏
域

北
部
圏
域

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

認知症対応型通所介護

地域密着型通所介護

2020年度 2025年度

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

日常生活圏域ごとの利用見込

（回、日、人）
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○介護予防地域密着型サービス

平成30年度

（2018年度）

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 1 1 1 2

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 1 1 1 1

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 0 0 0 1

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 1 1 1 2

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 0 0 0 1

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 1 1 1 2

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 2 2 2 2

利用人数 1 1 1 1

回数 0 0 0 0

利用人数 0 0 0 0

利用人数 14 14 14 14

利用人数 5 5 5 10
※回数は１月当たりの数、利用人数は１月当たりの利用者数。

合
計

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

北
部
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

南
部
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

西
部
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

東
部
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

第
三
圏
域

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

第
二
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

（単位：回、人）

日常生活圏域ごとの利用見込

第
一
圏
域

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

2019年度 2020年度 2025年度

介護予防小規模多機能型居宅介護
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５　看護小規模多機能型居宅介護の設置

　利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、利用者の選択に応じ
て、施設への「通い」を中心として、短期間の「宿泊」や利用者の自宅への「訪問（介
護）」に加えて、看護師などによる「訪問（看護）」も組み合わせることで、医療ニー
ズの高い利用者へも支援ができる看護小規模多機能型居宅介護を設置し、利用者のニー
ズに対応します。

○看護小規模多機能型居宅介護とは

　家庭的な環境と地域住民との交流のもと、医療ニーズの高い利用者の状況に応じて
「通所」「宿泊」「訪問介護」「訪問看護」を組み合わせ、可能な限り自立した日常生
活を送ることが出来るよう支援を行います。
　・夜間・深夜を通じてサービスを受けることができます。
　・訪問介護と訪問看護を一体的に受けることができます。
　・定期的な訪問だけではなく、必要なときに随時サービスを受けることができます。
　・当市に在住のかたのみが利用できます。

出典：厚生労働省　看護小規模多機能型居宅介護の概要より
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　利用者が可能な限り自立した日常生活を送ることができるよう、定期的な巡廻や随時
通報への対応など、利用者の心身の状況に応じて、日中・夜間を通じて医療ニーズが高
い高齢者に対して訪問介護と訪問看護の両方の必要なサービスを必要なタイミングで柔
軟に支援できる定期巡回・随時対応型訪問介護看護を設置し、利用者のニーズに対応し
ます。

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護とは

　利用者が日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密接に連携しな
がら、定期巡回と随時の対応を行うことで、利用者が住み慣れた地域で安心して日常生
活を継続出来るよう支援を行います。
　・日中・夜間を通じてサービスを受けることができます。
　・訪問介護と訪問看護を一体的に受けることができます。
　・定期的な訪問だけではなく、必要なときに随時サービスを受けることができます。
　・当市に在住のかたのみが利用できます。

６　定期巡回・随時対応型訪問介護看護の設置

出典：一般財団法人 ２４時間在宅ケア 定期巡回・随時対応サービスのポイントより
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７　介護給付及び介護予防給付に係る費用の見込み

①　介護給付に係る費用 （千円）

平成30年度

（2018年度）

3,480,486 3,537,151 3,567,981 4,277,053

80,835 81,835 81,825 138,245

330,148 332,549 335,160 549,043

28,117 28,465 28,799 27,341

32,865 33,145 33,160 31,612

1,658,046 1,769,060 1,846,000 1,982,234

528,228 532,012 534,139 386,603

1,020,134 1,061,929 1,144,096 1,149,652

20,145 20,394 19,697 29,306

151,654 153,530 155,333 210,512

357,838 353,139 351,040 323,096

10,481 10,606 10,731 9,579

18,615 18,838 19,058 17,666

798,039 798,004 795,862 718,585

8,515,631 8,730,657 8,922,881 9,850,527

0 0 36,344 37,384

95,838 96,006 97,132 95,519

219,659 221,100 220,999 215,669

2,074,220 2,099,892 2,124,531 2,462,289

0 0 242,052 236,629

216,857 211,782 212,098 228,806

2,606,574 2,628,780 2,933,156 3,276,296

1,990,580 2,015,217 2,038,862 2,137,598

2,560,762 2,592,457 2,622,874 2,485,456

22,892 33,172 33,561 50,344

26,267 16,586 16,781

4,600,501 4,657,432 4,712,078 4,673,398

15,722,706 16,016,869 16,568,115 17,800,221

介護療養型医療施設

計

介護給付費計

計

施
設
サ
ー

ビ
ス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

特定施設入居者生活介護

小規模多機能型通所介護

認知症対応型共同生活介護

看護小規模多機能型通所介護

地域密着型通所介護

居宅介護支援

計

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

住宅改修

短期入所生活介護

短期入所療養介護

2019年度 2020年度 2025年度
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（千円）

平成30年度

（2018年度）

0 0 0 0

9,509 9,324 9,433 11,837

584 591 598 598

1,317 1,169 1,250 2,950

145,092 144,845 145,163 146,757

3,061 3,098 3,135 3,135

0 0 0 0

3,556 3,600 3,642 1,730

18,217 18,435 18,650 26,999

2,687 2,460 2,751 2,752

10,929 11,059 11,189 11,189

89,222 90,327 91,387 91,390

284,174 284,908 287,198 299,337

0 0 0 0

14,862 15,046 15,222 30,446

10,273 10,401 10,523 10,523

25,135 25,447 25,745 40,969

309,309 310,355 312,943 340,306

（千円）

平成30年度

（2018年度）

居宅サービス費 8,515,631 8,730,657 8,922,881 9,850,527

地域密着型サービス費 2,606,574 2,628,780 2,933,156 3,276,296

施設サービス費 4,600,501 4,657,432 4,712,078 4,673,398

15,722,706 16,016,869 16,568,115 17,800,221

介護予防居宅サービス費 284,174 284,908 287,198 299,337

地域密着型介護予防サービス費 25,135 25,447 25,745 40,969

309,309 310,355 312,943 340,306

676,783 680,150 683,517 700,353

424,041 426,150 428,260 438,808

48,206 48,230 48,254 48,375

19,538 19,538 19,538 19,538

17,200,583 17,501,292 18,060,627 19,347,601

944,653 954,243 963,454 999,291

18,145,236 18,455,535 19,024,081 20,346,892

第７期総費用額 55,624,852千円

審査支払手数料

保険給付費計

地域支援事業に係る費用

総費用額

高額医療合算介護サービス費

介護給付費計

介護予防給付費計

介護予防給付費計

③　介護給付等に係る総費用

2019年度 2020年度 2025年度

特定入所者介護サービス費

高額介護（予防）サービス費

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定福祉用具販売

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防小規模多機能型通所介護

計

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所リハビリテーション
居
宅
サ
ー

ビ
ス

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

住宅改修

介護予防支援

計

介護予防特定施設入居者生活介護

②　介護予防給付に係る費用

2019年度 2020年度 2025年度
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回数・
件数等

費用額
回数・
件数等

費用額
回数・
件数等

費用額
回数・
件数等

費用額

673,156 680,180 686,844 721,881

7,200 129,600 7,200 129,600 7,260 130,680 7,630 137,346

Ⅰ訪問介護
（従来の予防訪問介護サービス） 7,200 129,600 7,200 129,600 7,260 130,680 7,630 137,346

Ⅱ訪問型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス） - - - - - - - -

Ⅳ訪問型サービスＣ
（短期集中予防サービス） - - - - - - - -

23,760 429,120 24,048 435,024 24,276 439,488 25,406 461,908

Ⅰ通所介護
（従来の予防通所介護サービス） 17,040 408,960 17,280 414,720 17,460 419,040 18,350 440,416

Ⅲ通所型サービスＡ
（緩和した基準によるサービス） - - - - - - - -

Ⅳ通所型サービスＢ
（住民主体による支援） - - - -

Ⅴ通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス） 6,720 20,160 6,768 20,304 6,816 20,448 7,056 21,492

2,160 114,436 2,180 115,556 2,200 116,676 2,300 122,627

27,726 30,593 33,140 33,940

1,050 1,250 1,450 2,250

26,676 29,343 31,690 31,690

700,882 710,773 719,984 755,821

180,387 180,387 180,387 180,387

9,855 9,855 9,855 9,855

4,331 4,331 4,331 4,331

3,149 3,149 3,149 3,149

290 290 290 290

198,012 198,012 198,012 198,012

2,689 2,388 2,388 2,388

1,808 1,808 1,808 1,808

300 300 300 300

581 280 280 280

43,070 43,070 43,070 43,070

20 5,020 20 5,020 20 5,020 20 5,020

40 87 40 87 40 87 40 87

26,543 26,543 26,543 26,543

高齢者世話付住宅等
生活援助員派遣事業

26,543 26,543 26,543 26,543

11,420 11,420 11,420 11,420

介護相談員派遣等事業 2,299 2,299 2,299 2,299

介護給付費適正化事業 9,121 9,121 9,121 9,121

45,759 45,458 45,458 45,458

243,771 243,470 243,470 243,470

944,653 954,243 963,454 999,291地域支援事業に係る費用額

任
意
事
業

家族介護支援事業

ねたきり高齢者等
紙おむつ支給事業

家族介護慰労金支給事業

認知症支援事業

その他の事業

成年後見制度利用支援事業

住宅改修支援事業

地域自立支援事業

その他

事業見込量及び費用額

包括的支援事業・任意事業に係る費用額

包
括
的
支
援
事
業

地域包括支援センター運営関係

在宅医療・介護連携推進事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

地域ケア会議推進事業

事業見込量及び費用額

介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援
総
合
事
業

介護予防・生活支援サービス事業

訪問型サービス

通所型サービス

介護予防ケアマネジメント

一般介護予防事業

地域介護予防活動支援事業

介護予防普及啓発事業

事業見込量及び費用額

８　地域支援事業に係る費用の見込み
（回、件、千円）

平成30年度

（2018年度）
2019年度 2020年度 2025年度
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